




















































































































































アンパーラ バティカロア ゴール ハンバントータ ジャフナ カルタラ
死亡者
i人） 10，436 3，000 4，200 3，100 2，600 （N．A）
家屋被害
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第1因子： 第2因子： 第3因子： 第4因子：
参加への リーダーシ 公平な 信頼関係
負担感 ップと連携 手続き
活動に参加することはときに負担となる 　　　ゴ蛛@　　　1 0，008 0，040 0，015嚢　　　　　　　き、蓑
たまに活動への参加を強要される 麹蝋ii 0，028一〇．104 一〇．125
組織の活動に多くの時間を費やさなけれ
ﾎならない








































































@つながり 一〇．060 0，132 0．177＊＊
1
公平性 一〇．200＊＊一〇．134＊＊ 0．392＊＊ 0．624＊＊ 1



























































　　　脚　　　　　　　　　　　　　　　　1|0．3031　－0．2631　　0．000　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I|0，2101　－0．1911　 0．013 　 1 　 　 　 　 　 　 　　　　　1
家屋の被害状況 　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　l|0．0181　－0．0171　　0．768　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1 　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　In．0081　　　0．0081　　0．905　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
決定係数R2乗 0，568 0，322
調整済みR2乗 0，517 0，299
有意確率 0，000 0，000
N＝163
注　「性別」：男性＝0、女性＝1
　　「職業」：漁業・農業組合＝1、公務員2、民間（事務職）＝3、民間（労働者）＝4、民間（自
　営業者）＝5、その他＝0
　　「所属組織」：漁業・農業組合＝0、女性グループ＝1、農村開発グループ＝2、NGO；3
　　「組織の設立時期」：津波以前＝1、津波以降＝0
　　「組織への参加時期」：津波以前＝1、津波以降＝0
　　「組織への参加動機」：誘いに乗って参加および自発的参加＝1、参加させられた＝0
　　「組織風土」：全くそう思わない＝1、あまりそう思わない＝2、ある程度そう思う＝3、強
　くそう思う＝4
　　「家屋の被害状況」：ほとんどない＝1、少しある＝2、かなりある＝3、全壊である＝4
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活動へ参加することを負担と感じている人ほど社会サービスへのアクセス
度を低く評価しているということになり、参加型のアプローチがすべての
条件化で良いインパクトを与えているとはいえないことを示している。ま
た、職業別の「職業4（民間・労働者）」は因子がマイナスの規定力を示し
ており、他の職業と比較して単純労働やブルーカラーの仕事についている
人ほど社会サービスへのアクセスが制約されていることがわかる。
　もうひとつの従属変数である「暮らしとこころの安定度」を規定する要
因を見てみる。最も説明力が高いのは、組織風土の「リーダーシップと連
携」で組織がリーダーシップのもと外部組織との連携が強い組織に属して
いる人ほど暮らしとこころが安定していると感じていることがわかる。次
に職業別の「職業2（公務員）」の規定力が高い。これは、公務員という安
定した職業からくる安心感を反映しているのではないかと考えられる。こ
れについで、組織風土の「信頼関係」のの説明力も高く、メンバー間の信
頼関係や相互扶助の行為が人々に暮らしとこころの安定感をもたらしてい
ることが明らかである。一方、住民組織の「住民組織3（NGO）」がマイナ
スの係数で有意であり、NGOのメンバーが暮らしとこころに不安を抱え
ていることがわかる。また、社会サービスへのアクセス度を規定したのと
同様に「参加への負担感」因子がマイナスの係数を示しており、参加に消
極的な人や負担を感じている人の方が暮らしやこころに不安を感じている
と考えられる。
　（2）住民組織と組織への参加状態
　重回帰分析の結果、住民の生活再建度の認識を説明する要因として、「組
織への参加動機」および「参加への負担感」といった「組織への参加状態」
があげられることがわかったが、ここでは各住民組織と組織とのかかわり
方の差を見てみたい。右2因子に加えて、個別に有意差が認められた「組
織への参加時期」の因子を含めた二つの因子で住民組織ごとに平均値の差
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があるかどうかを比較したものが図11、図12、図13である。
　まず「組織への参加時期」とのクロス集計では、グループ問に有意差が
あり、漁業・農業組合および農村開発グループは8割から9割が津波以前
から参加している（図11）。その一方で、NGOは約2割と少なく、このこと
図11住民組織別「参加時期」分布
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図12　住民組織別　　「参加動機」の分布
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図13　住民組織別　　「参加への負担感」の平均値
から津波以降に新しいNGOもしくは活動を活発化したNGOがあること
がわかる。
　「組織への参加動機」と所属している住民組織のクロス集計（図12）で
は、グループ間に有意差があり、NGOの9割を超える人々は「参加させら
れた」と回答しているのに対し、農村開発グループは3割を占めるのみで
ある。つまり、参加時期の分析結果と照らし合わせると、NGOの多くは津
波後に活発化した、あるいは活発化するために構成員を集めたのではない
かと考えられる。
　次に、「参加への負担感」を分散分析した結果、住民組織間で有意差が得
られ、農村開発グループの構成員は他に比べて組織の活動へ参加すること
に対する負担感が低いことがわかった（図13）。農村グループのメンバーは、
参加への抵抗感が少ないか、もしくは活動自体に参加の要素が少ないこと
が推察される。
4．結論と今後の研究課題
　規模において未曾有の災害であったインド洋津波は、外国からの多くの
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援助をもたらした。援助機関は政府機関、国際NGOを問わず、支援の効果
を上げるために地域に密着した住民組織を活用する支援を行ってい’るとこ
ろが多い。本研究では、このような背景のもと、住民組織に所属している
住民が生活再建度合いをどのように認識しているか、またその認識を規定
する要因を住民組織の種類、特徴を中心に探り、住民組織をとおした災害
援助のあり方を考えていくことを目的とした。これまでの分析結果から、
津波災害後の生活再建度を規定する要因として、「職業」、「住民組織の種類」
といった属性に関する因子、「組織への参加動機」、「参加への負担感」とい
った住民組織への参加に関する因子、ならびに「リーダーシップと連携」、
「メンバー間の信頼関係」といった組織風土因子を指摘することができる。
これらを踏まえ、今回の調査で示されたこととして三つの点を指摘したい。
　第一に、職業では会社や組織体に雇用されていないタイルエ、ドライバ
ー、単純労働者、手工業といった必ずしも組織に属さない「民間労働者」
因子のマイナスの規定力が高かったことから、非正規雇用者の生活再建の
認識が低いことがわかる。これは、漁業や農業に従事するものは各組合が、
公務員や民間事務職は行政組織や会社がそれぞれ生活再建に向けての取り
組みを行ってきているのに対し、非正規雇用者はそのような組織的な取り
組みの恩恵を受ける機会が少ないためであることが推測され、災害復興過
程においては、そのようなフォーマルな組織に属さない「インフォーマル
セクター」に対する取り組みが必要であることが示唆される。
　第二に、住民組織では「農村開発グループ」因子の規定力が高かったこ
とから、「農村開発グループ」が災害後適切に機能していたであろうことが
推測される。第2節において概観したように、農村開発グループの歴史は
古く1940年代から組織化が始まった。州の農村開発局が主管となり、地域
の社会経済発展を促進するためのアクターとして存在している。いわば「官
製」の住民組織であり、政府への利益供与や汚職の温床といった批判もあ
るが（Guantilleke　1998、　p20）、この大規模災害後という特殊事情下におい
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ては生活再建に向けての資源配分がそれなりに行われたのではないかと考
えられる。他の住民組織との違いとしては、①メンバーの多くが男性であ
り15）、③参加への負担感が少ないと感じているメンバーが多い（図13）点が
あげられる。「農村開発グループ」の説明力の強さとその背景を論じるには、
具体的にどのような支援がどのような意思決定方法で行われたのか等詳細
に検討されなければならないが、現時点の仮説として、大規模災害時には
「官製」であるからこそトップ・ダウンの命令系統が働き、復興過程にお
いて必要なところヘタイミングよく支援が行われたのかもしれないという
点を挙げておきたい。これは重回帰分析の結果、ボトム・アップで新しく
できた現地のNGOの「暮らしとこころの安定度」に対する規定力がマイナ
スの係数であることからも推察できるが、農村開発グループの具体的な貢
献要因については今後の研究課題である。
　第三に、住民組織への参加の状態によって生活再建度の認識が異なった
ことから、個人の組織へのコミットメントのレベルに注目したい。自発的
に参加した人や参加を負担と感じていない人たちの方が生活再建が進んで
いると回答している。「自発的な参加」と「強制的な参加」は住民組織のメ
ンバーになるという意味では同じであるが、異なる行動パターンとして把
握されなければならない。前者は自らが問題を認識したうえで、参加する
ことによって何らかの便益を得ることができるだろうという期待のもと参
加という行動を起こすと考えられる。それに対し後者は、外部からの働き
かけがあり、何らかの断れない理由から参加したケースである。対象地域
では、津波以降、多くの住民組織が作られたが、それは外から大量に注ぎ
込まれたの援助介入の受け皿として機能するためであり、地域に資金が入
るように急遽作られたという事例が報告されている（Scheper　et　al．2006）。
ただしそのような組織では今回の調査で規定要因として認められた「リー
15）今回の回答者のうち農村開発グループに所属している26人はすべて男性である。
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ダーシップと連携」や「メンバー間の信頼関係」が極めて弱いことが想定
される。また、組織を立ち上げることができる地域のリーダーや有力者に
偏って資源分配が行われるエリート・キャプチャー（Elite　Capture）が起
こりやすい16）。つまり、「参加させられた」という人々には公平な資源分配
が十分に行われず、一部の人々に偏って資源分配がなされていたのではな
いかと考えられるのである。
　地域には地域の文脈に基づいた社会構造が存在する。住民組織はそのひ
とつの表われである。外部からの介入である援助は、特に災害援助のよう
に緊急を要する場合は地域の文脈を一旦受け入れる形で行う必要があると
考える。しかしその一方で、本当に支援を必要としている人々に届くよう
な仕組みが必要となる。今後は、本研究の枠組みを踏まえ、住民組織の定
性分析、災害援助が対象地域の社会構造に与えた影響などの分析をとおし
て、災害援助によって供与された資源がエリート・キャプチャーに陥るこ
とのない災害支援のあり方を探っていく必要がある17）。
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